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☐ 第二種計画認定・変更申請書(様式第７号) 
□ 「2 第二種特定有期雇用労働者の特性に応じた雇用管理に関する措置の内容」が確認できる資料
①「高年齢者雇用推進者の選任」を選択する場合は、以下のいずれか
〇ハローワークに提出いただいた「高年齢者雇用状況報告書(様式第２号)」
(「高年齢者雇用推進者」の記載があるもの)の写し
〇選任書や辞令の写しなど、選任していることがわかるもの 
※【参考様式】「高年齢者雇用等推進者の選任について」をご参考ください。
②「高年齢者雇用推進者の選任」以外を選択する場合
●当該措置の内容を示す書類
□ 「3 高年齢者雇用安定法第９条の高年齢者雇用確保措置を講じている」ことが確認できる資料
●就業規則の表紙(申請事業主名のわかるもの)の写し
●当該就業規則の定年、継続雇用制度等に関する規定(条文)がある頁の写し 等
※経過措置として労使協定により継続雇用の対象者を限定する基準を定めることが認められていましたが、その経過措置が令和7年3月31日をもって終了したため、同年4月1日以降は定年制の廃止、65歳以上
への定年の引き上げ、希望者全員を対象とした65歳以上までの継続雇用制度のうち、いずれかの措置を講
じる必要があります。

□ (審査終了後、認定書等の受領を郵送で希望される場合)
●必要な切手等貼付の上で返信用封筒(※レターパックプラス又は簡易書留郵便に限る。)
□ (社会保険労務士等による事務代理の場合)
●申請書欄外余白に、「事務代理者」と表示し、社会保険労務士の氏名・連絡先を記載ください。
●認定通知書を社会保険労務士に交付することはできませんので、事業主が直接取りに来られるか
申請事業主あての返信用封筒をご準備ください。
※上記のご提出いただきたい書面は一例であり、認定のための審査にあたって、不明点の確認や追加書類の提出等をお願いする場合があります。ご協力をお願い致します。
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